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江東区行政評価実施要綱 

平成２２年７月１日 

２２江政企第９９６号 

（目的） 

第１条 この要綱は、江東区長期計画の分野別計画に定める施策（以下単に

「施策」という。）に対する行政評価の実施について必要な事項を定めるこ

とにより、行政資源を有効活用するとともに、区民に分かりやすい行政運営

を実施することを目的とする。 

（対象） 

第２条 行政評価の対象は、江東区長期計画における次に掲げる事項とする。 

(1) 施策 

(2) 事務事業 

(3) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

（施策評価） 

第３条 施策を主管する部長（以下「主管部長」という。）は、施策に属する

事務事業等を所管する部長（以下「関係部長」という。）と調整の上、施策

を対象とする評価（以下「施策評価」という。）の一次評価（以下「一次評

価」という。）を実施する。 

２ 江東区外部評価委員会設置要綱（平成２２年４月２３日２２江政企第４１

６号）により設置された江東区外部評価委員会は、一次評価の結果のうち、

区長が必要と認める施策について、施策評価の外部評価（以下「外部評価」

という。）を実施する。 

３ 区長は、外部評価の結果（外部評価を実施しない施策については一次評価

の結果）を経て、施策評価の二次評価（以下「二次評価」という。）を実施

する。 

（二次評価の取扱い） 

第４条 政策経営部企画課長（以下「企画課長」という。）は、二次評価の結

果の原案を作成する。 

２ 二次評価の結果の原案は、江東区長期計画推進委員会設置要綱（平成２２

年５月２５日２２江政企第２２２号）により設置された江東区長期計画推進
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委員会（以下「長期計画推進委員会」という。）における審議を経た後、江

東区庁議等の設置及び運営に関する要綱（昭和４０年４月１日）により設置

された経営会議（以下「経営会議」という。）に提出し、審議を行う。 

３ 前項の審議を経て、江東区庁議等の設置及び運営に関する要綱により設置

された庁議において、施策評価を決定する。 

４ 主管部長及び関係部長は、施策評価に基づき、施策の実現に向けた取組の

あり方の見直しを図るものとする。 

（事務事業評価） 

第５条 長期計画における各施策に定める取組の主管課長は、事務事業を所管

する課長（以下「関係課長」という。）と調整の上、事務事業を対象とする

評価（以下「事務事業評価」という。）の一次評価（以下「事務事業一次評

価」という。）を実施する。 

２ 企画課長は、事務事業一次評価の結果を踏まえ、事務事業評価の二次評価

（以下「事務事業二次評価」という。）を実施する。 

３ 事務事業二次評価の結果は、長期計画推進委員会における審議を経た後、

経営会議に提出し、審議を行う。 

４ 前項の審議を経て、事務事業評価は、庁議において決定する。 

５ 関係課長は、事務事業評価に基づき、事務事業の見直しを図るものとする。 

（区民への公表） 

第６条 区長は、行政評価を終了した後、行政評価の結果を区民へ公表するも

のとする。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、政策経営部長が定める。 
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